
「（第２次）自治体セーフティネット研究会」議事録（文責・大阪市政調査会）
第１６回研究会（２０１１年１２月２０日）
テーマ：　大阪市における地域就労支援の取り組みの現状と課題
報告者：　森本範人（大阪市地域就労支援センター）
【報告要旨】
１．大阪市の地域就労支援センター
2002年の自治体雇用推進により、大阪府下では和泉市と茨木市が地域就労支援を始めた。1年後、大阪市も就労支援に取り組み始め、私たちも初めて関わった。当初は区役所や市の支援機関に相談機能が全くなく非常に難しかったが、市内12地域の人権文化センターで月～金、13～17時に就労相談が始まった。午前中に個別の問題に対応し、相談というより付き添い・寄り添い型の支援であった。2007年に24区役所（と西成区・浪速区の4市民交流センター）を窓口とする地域就労支援事業に変わり、その後公募型の事業になった。創設時と2007年以降では性格が異なる。2006年までは母子・障害・若年・同和地区など、社会的弱者の属性別に支援を位置づけていたが、2007年以降は働けない理由は様々でそれに対する社会的資源がしっかり機能すれば就労に問題ないとの見地から、個別の問題解決を目指す支援になった。11人のコーディネータで28の相談窓口に対応している。
２．リーマンショックの影響
2008年9月のリーマンショックは派遣法改正3年目で大量の失業者が出ると予想されたが、2～3か月はそんなにケースが上がらなかった。ところが2009年5・6月に一気に中高年層、特に40代後半の人の相談が増えた。よく聞くと、辞めさせられた人はそんなにいない、昨年までなら仕事を次々に替えてもあったため、そのつもりで辞めたら次が全くなかったと言う。派遣法とリーマンショックにより、そのような形でずっと対応能力があったとしても求人がなくなった途端に失業してしまう。繁忙期と閑暇期のある家電量販店の販売員や自動車の季節工など、非常に能力の高い人が多かった。就職困難者といえば読み書きできない、心に問題を抱えていると考えがちだが、この時相談に来た人は自分にそういう問題はない、たまたま求人がない、時代が悪いと考えていて、ギャップが大きかった。
３．地域就労支援センターのその後の変化
その後、地域就労支援センターには2つの変化があった。1つはプロポーザル事業（公募型事業）になったことである。費用対効果で事業を数字で検証する必要が生まれ、思いだけでは事業が進まなくなった。その思いをしっかり届けるにはどういう支援が効果的なのか、しっかり点検をしながら課題と成果を見つめて進めていくのは非常に大きな刺激になった。もう1つは色んな民間企業が緊急雇用対策も含めて参入したことである。大阪市の就労施策として、2007年から地域就労支援と仕事情報ひろばが車の両輪となっている。地域就労支援は就職困難者に対して相談や訓練などスタートラインに立てるまでの道筋を整える。仕事情報ひろばは出口問題に当たり、求人とのマッチングを行う。それとは別に属性別の就労支援事業があり、障害者と母子の就労センターや愛光会館が独立した職業紹介機能を持つ。しかし、発達障害など障害者手帳を持てない人、子どものいる人、離婚の成立しない母子など、その制度に乗れない人も多く、私たちの支援対象になる。
４．就労支援の評価法導入
就労支援は就職したら100点、できなければ0点と言われたが、3か月で履歴書・職務経歴書を書いてハローワークに行って自分で面接取ってくるところまで頑張った評価ができないか。そこで相談に来た人に点数をつけ就職困難のレベルを0～4に分ける。働いているが就労相談に来る人をレベル0、医師に就労不可と判断された人や働くための準備が出来ていない人などをレベル4とする。就労不可と判断された人はハローワークでは相談に乗れないが、直ちに何時間も働くのは難しくても働く準備として将来の希望を聴いたり訓練を進めたりすることができる。

５．地域就労支援センターの課題
（１）中高年層の就労相談の増加
①無年金者　無年金の場合は生活と就労の2面にわたる相談が必要である。②行き場がない　近所に頼る人がいない。③生活保護からの自立　高年齢ほど生活保護受給を恥じ、稼働年齢を越えて求職する。最高齢では85歳の人で、無年金だが3か月前まで知り合いの職場で月13万円稼いでいた。生活保護は嫌なので自分が元気なうちは働きたいと言う。働いている間は生活に困窮せず相談に来ないが、仕事がなくなった途端に2面の相談が必要になる。④未就労者・失業者の扶養や援助　引きこもりの人などを扶養する60～70代の人が、年金で自分たちだけなら何とかなるが扶養家族がいるので働きたいと相談に来るケースが2010年以来とても多い。⑤40～50代の長期失業　なかなか次の仕事が決まらず、中学・高校・大学に通う子どもを抱えて無収入が長期化し、非常に深刻な問題である。
（２）未就労者の多様化
①多くの6カ月以上の長期失業　求職者は半年くらいは前向きに就職活動を行うが、10～15社不採用になり失業保険が切れ始めると、お金もなく自分は失業者なのだと実感し諦めや自己嫌悪が入り、後悔や恨みつらみで就職活動のスタートに立てなくなってしまう。②若年層の就労未経験者　大学卒が多い。10代で何らかの形で働く機会を持たなければ、20代で働く行動を起こすのが難しいのかもしれない。③中高年齢層の就労未経験者　さまざまな理由から就労相談を継続している相談者は70人もいる。最高齢は52歳で、全くの就労未経験者は20人くらいである。心の問題を抱えていたり、特に理由なく働いたことがなかったり、焦りがなく方向性が非常につかみづらい。働く前の準備としてみんなで集まって現状などを話し合って前に進めていく事業を行っている。④引きこもり状態　社会参画ができず就労支援情報が届かない。
（３）引きこもり状態のタイプと問題点
障害者手帳を持てない障害を持つ人などが制度のはざまに陥り、ひきこもり状態となって支援が必要になっている。引きこもりには3タイプあり、A 意欲が乏しく社会との接触が苦手、B意欲があり働きたいが十分な情報を得られない、C積極的に就職試験を受けるが不採用になる。一番支援が難しいのがCタイプで、できることを全てやって何十社受けても受からない。それが引きこもりの要因になる。問題点は3つあり、保護者や支援者の負担、情報からの孤立、焦りと挫折の繰り返しで意欲が低下する悪循環である。
６．就労相談の現場から
（１）雇用・就労支援ケース検討会議
相談に来る人は中高年層が多く55％が50歳以上（男女比は2：1）である。中高年層からのもっとも多い相談としては、働いていたがドロップアウトで生活環境が大きく変わり、周りの環境も大きく変わった、将来に対する漠然とした不安に苛まれるというものである。この場合、メンタル面の相談が非常に重要で、働くことが生きることにつながることを理解する必要がある。地域就労支援センターではケース会議を必ず「雇用・就労支援ケース検討会議」と明記する。これは、就労支援は出口問題であり、自立を実現するための支援なのだという認識で大きく捉えているからである。
（２）就労支援の4つの視点
①技能・環境・意欲などの個別チェック　資格や障害者手帳の有無など、どこの支援機関でも行っている。②活用すべき制度・事業の調整　支援センターと名のつくところで行われている。③雇用環境の整備　ハローワークは取り組む。④定着支援　なかなか人も時間も割いてやっていくのが難しい。私たちは①②に関しては就労支援レベルシートを活用しながらどのような支援が有効なのか取り組んでいるところである。③④は弱くなってしまうところである。相談に来る人は年間1100人で継続率が約50％で何らかの形で2回以上相談を持つが、定着支援としては不十分なため、アンケートという形で近況確認を取っている。相談の前に住所・氏名など個人情報保護法に抵触しない形で必ず書いてもらうが、その時に同意書にDMのチェック項目があり、これも必ず説明して記入してもらう。色んな情報機関から情報誌を送り、また年2回チラシとともに現在の就職活動状況を問うアンケートを送付する。約1800通送付し2011年度は300通回収した。返送分は非常にうまくいったケースでかなり就職している。残りの1500人についてはどうなっているか分からないが、1～2年後にそれを持って相談に来る人がいる。情報提供と継続する相談が安心感につながる。これをしっかり維持していくことが今後の課題である。
（３）各種の雇用・就労支援ケース検討会議の流れ

基本的に5つの検討会議をへて就労支援を進めている。最初に個別相談でどの支援制度を使えばよいか計画する。次に市内24区を東西2つに分けてブロック別検討会議にかけ、月1回の全体検討会議に上げる。そして翌週に本庁で開かれる大阪市雇用・就労支援検討会議にはかり、課長級の職員や関係機関の人に集まってもらい就労支援の流れを説明し、周辺施設における訓練事業に参加する承認をもらって、大阪府の検討会議に上げていく。
（４）今後の方向性

10年間の取り組みで感じるのは、「働きたいのに働けない人」と、「働かなければならないのに働けていない人」の支援は異なることである。支えるために色んな事業を付けていくのが支援だと誤解されやすいが、自分で立つために色んなものを取っていき、ある時点で納得して外して自立するのが支援である。急務になっているのは後者の支援である。訓練やきっかけがあれば働けるため、相談技術の向上や対応チームの組織化が求められる。
７．ケース事例

（１）29歳男性のケース
大学中退だが好青年で物流会社に勤めるが、対人恐怖症で転職を重ねる中で上司に能力を求められる仕事を強要されて一気にだめになり、４年間引きこもりになった。継続相談で3つの悩みが見えてきた。人が怖い、中学の時に陰口を叩かれて以来恐怖心が芽生えた。周りの人が自分に優しくしてくれるのが辛い。就職活動をしようと思うが朝になると体が動かなくなる。彼は若年支援事業や地域支援事業やメンタルサポートなど使える機関があるのになかなか行かない。そこで私たちの「働きたいもん交流ひろば」に参加した。社会参画が難しい人が集まって週1回茶話会のような雰囲気でお互い意見を出し合う場であるが、ここで彼は人が変わったように毎週参加するようになった。
（２）53歳男性のケース

大学を卒業してから30年間働いたことがなく、背骨が曲がっているが障害者手帳を持たず知的障害も疑われるが制度に乗らないケースである。この2年間毎週必ずハローワークに行き70社くらい受けたが決まらない。大阪市内に持ち家を所有しているが、それでも15万円くらい必要になる。知的・身体・精神の障害者手帳の申請をしたがいずれも却下された。しかし、緊急雇用の清掃事業の面接では背骨が曲がっていることを理由に不採用にされた。医者は働けると言うのに見た目と偏見で落とされる。それでも緊急雇用で交通調査に採用され、１か月間山奥の道を8キロ移動する調査をやり遂げたことが自信になっている。彼の特徴を把握してしっかりした支援をしてくれる企業を探している。
（３）45歳男性のケース

元暴力団構成員で、小指の欠損と刺青がある。交通事故で首に大きな怪我を負って手足に痺れが残り、生活保護を受けている。鬱のような症状も出ていて、自分の将来に不安を感じている。現在彼は生活保護を受けつつ、A’ワーク創造館でパソコンの訓練を受け座学を学びコミュニケーショントレーニングを積んでいる。彼は今初めて夢を語り、生き物に接する仕事がしたいので犬のトリミングをできるようになりたいと言う。その学校に通うための資金を得るために仕事を探そうとしている。
【研究会メンバー議論要旨】
①総合評価制度について
指定管理者入札の際に業者を複数の物差しで評価するために、数年前から入札価格だけでなく障害者の雇用など社会的貢献にも一定点数を配分するようになった。この総合評価制度により広く就職困難者も同じように扱えないか考えて評価表を導入した。しかし、この評価を1200人1～2時間かけていたら対応できない。内閣府の示す評価表の雛型が大雑把なので、自分たちで作った。ただし、大阪市のものは専門職向きでレベル分けが細かく判定が難しい。現在、支援と点数がリンクした各ケースの評価表は、番号を入力するだけで10秒で印刷でき、30分の作業がスピードアップでき、また見やすいものになっている。
②コーディネータについて
相談に来る人は区役所の窓口に来るので、担当コーディネータが1人とは限らない。コーディネータ1人で１週間2～3か所回るので、隣の区役所に行けるなら行ってもらう。11人の半数はキャリアカウンセラーの資格を持っていて、企業の産業カウンセラーや就労相談員だった人を再雇用した。女性も5人いる。社会福祉士や精神系の資格を持つ人はいないが取得を目指す人はいる。専門的な相談機関がさまざまな所にあるので、コーディネータはつなぐ役であるべきで、専門知識を持ちすぎると自分でやってしまう。さまざまな機関・制度と連携を取って3つくらい選択肢のある支援が理想である。しかし、知らないより知っている方が絶対に良い。例えば発達障害なのだろうと思い込んでしまうと、相談内容が偏りそれ以上発展しない。色んな相談に幅広く対応するため、紳士的な人、おやじさん、企業人と、バラエティに富んだコーディネータを雇っている。
③雇用・就労ケース検討会議について
ブロック検討会議には難しいケースが月に80～100件上がり、そのうち15件くらいが全体会議にはかられ、市の検討会議に上がるのは多くて6～7件である。この会議には健康福祉局・労働局・市民局企業政策室・ハローワークなどの関係者が出席する。市の検討会議で承認を得るものとしてはガイドヘルプが多い。また各種施設のサービスを受けるにも受講許可がいる。私たちはさまざまな機関と連携し、10～15人くらい誘導して勉強させてもらい2人くらい就職できているので、社会資源の循環も始まった。区民会館等を借りてハローワークに入ってもらって、障害・母子・高齢の専門12団体にも窓口を開いてもらい、ワンストップサービスの1日ハローワークみたいな形でハローステップという事業を進める中で、こうした連携が生まれた。府の会議には私たちは入れない。個別検討会議からブロック検討会議に上げる所で、しっかり全体で共有できるか、コーディネータ間で連携が取れるかが一番重要になる。

